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違法採取自白に基づき押収された覚せい剤および鑑定書の証拠能力
判例研究
東京高裁平成25年７月23日判決（平成25年（う）783号覚せい剤取締法違反
（上告〈上告取下〉））　判例時報2201号141頁
【参照条文】憲法31条，35条，刑事訴訟法319，336条
【事実】
（事案の概要）
本件は，覚せい剤所持の事件について，取調べ警察官が，被告人（取調べ段階な
ので，もとより「被疑者」として）に対し，捜索差押えや逮捕をしない旨虚偽の約
束をした上，覚せい剤のありかを自供させ，その自供に基づき覚せい剤が押収され
たとして，当該覚せい剤やその鑑定書等の証拠能力が争われた事案です。
本件覚せい剤の押収経過の概要は，本判決中訴訟手続の法令違反の主張に係る部
分を摘記すれば，以下のとおりです。
「①被告人は，平成24年７月15日，覚せい剤使用の被疑事実で通常逮捕され，警
視庁南千住警察署所属のＢ警部補およびＣ巡査が当日，被告人方（被告人の実家）
を捜索したが，覚せい剤は発見できなかった。
②Ｂ警察官らは，同月20日，被告人の取調べを行った際，被告人に対し，『先日
の捜索差押では覚せい剤を発見できなかったが，実際には覚せい剤は存在するので
はないか，参考までに教えてくれないか。』などと尋ねると，被告人は，『そんなこ
とを聞いてどうするのか，無理です。再逮捕するのだろう。』などと答えた。さら
にＢ警部補らが，『覚せい剤所持では逮捕も家宅捜索もしない，ここだけの話にす
るから教えてくれないか。』などとの説得を何回か繰り返した。これに対し，被告
人は，当初は覚せい剤のありかを答えることを拒絶していたが，このままでは，被
告人方に住む両親が警察から事情聴取を受けることになると考え，Ｂ警部捕らの言
を信じ，被告人方自室のティッシュボックスに隠している旨供述した。
③Ｂ警察官らは，一旦被告人の取調べを終えたが，同日中に取調べを再開し，被
告人に対し，被告人方にある覚せい剤を差し押さえなければならなくなったと告げ
た。被告人は，話が違うと怒り出し，Ｂ警察官らを帰らせ，同日午後３時すぎ，接
見に来た弁護人に対し，Ｂ警察官らにだまされて覚せい剤の隠し場所を言わされた
旨伝えた。
④Ｂ警察官らは，被告人の自白に依拠し，同日中に東京簡易裁判所裁判官から捜
索差押許可状の発付を受け，翌日被告人方を捜索し，本件覚せい剤を発見・差し押
さえ，８月13日被告人を本件覚せい剤所持の嫌疑で改めて逮捕した。
⑤なお，弁護人は，本件覚せい剤が違法収集証拠であるとして，同月21日および
23日の２度にわたって南千住警察署の警察官に抗議し，同月23日には東京地方検察
庁の事件担当検察官に対して，違法捜査について十分調べるよう申し入れるなどし
たほか，８月20日には，担当検察官に対し本件覚せい剤所持について被告人を不起
訴処分にするよう申入れをするなどした。」
以上の押収経過を踏まえ，第一審判決は，被告人の自白は任意性を欠く上，本件
覚せい剤は，この自白を一つの疎明資料として発付された捜索差押許可状に基づい
て発見押収されたもので，同自白と密接な関連性を有することは否定できないと判
示しました。しかしながら，同判決は，被告人の自白がなされた取調べの時間は長
くて１時間半程度であり，暴行や脅迫も用いられておらず，違法性の程度が高くな
いこと，事案の重大性，証拠の必要不可欠性等一切の事情を併せて考えると，本件
覚せい剤の捜索差押手続に令状主義の趣旨を潜脱するような重大な違法があるとは
認められず，将来における違法捜査抑止の観点から証拠排除することが相当ともい
えないので，本件覚せい剤や鑑定書等には証拠能力があると判示し，次の事実を認
定しました。これに対し，弁護人は，不服があるとして控訴しました。
》原判決の認定した罪となるべき事実の表示《
被告人は，
一 法定の除外事由がないのに，平成24年７月12日頃，仙台市青葉区（番地略）
被告人方において，覚せい剤であるフェニルメチルアミノプロパンの塩類若干
量を加熱し気化させて吸引し，もって覚せい剤を使用した。
二 みだりに，同月21日，同所において，覚せい剤である塩酸フェニルメチルア
ミノプロパンの結晶1.933グラム（平成25年押第10号符号１及び同号符号２は
その鑑定残量）を所持した。
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【判決要旨】
（第一，第二省略）
「第三　違法収集証拠の排除
（１）被告人から問題の被告人供述を引き出したＢ警部補らの一連の発言は，利
益誘導的であり，しかも，少なくとも結果的には虚偽の約束であって，発言をした
際のＢ警部補らの取調べ自体，被告人の黙秘権を侵害する違法なものといわざるを
得ず，問題の被告人供述が任意性を欠いていることは明らかである。
（２）また，本件覚せい剤の捜索差押調書（甲５）によると，本件覚せい剤は，
問題の被告人供述を枢要な疎明資料として発付された捜索差押許可状に基づき，い
わば狙い撃ち的に差し押さえられている。さらに，原判決の覚せい剤所持の事実
（原判示二の事実）に関する証拠の標目に掲げられた「捜索差押調書」（甲５），「写
真撮影報告書」（甲８），「鑑定嘱託書謄本２通」（甲９，11）及び「鑑定書２通」
（甲10，12）は，いずれも本件覚せい剤に関する捜索差押調書，写真撮影報告書，
鑑定結果等の証拠であり，問題の被告人供述と密接不可分な関連性を有すると評価
すべきである。しかも，弁護人が正当に指摘するとおり，虚偽約束による供述が問
題となる本件においては，その供述を得られた取調べ時間の長さや暴行，脅迫の有
無を検討要素とする意味はなく，捜査官が利益誘導的かつ虚偽の約束をしたこと自
体，放置できない重大な違法である。
（３）確かに，本件全証拠によっても，Ｂ警部補らが，当初から虚偽約束による
自白を獲得しようと計画していたとまでは認められないが，少なくとも，被告人と
の本件覚せい剤のありかを巡るやり取りの最中には，自分たちの発言が利益誘導に
当たり，結果的には虚偽になる可能性が高いことは，捜査官として十分認識できた
はずである。現に，Ｂ警部補らは，「事件としては成り立たない。」（Ｂ警部補）あ
るいは「違法ということを重々承知しております・・」（Ｃ巡査）と証言し，違法
性の認識があったことを自認している。
（４）そうすると，Ｂ警部補らの違法な取調べにより直接得られた，第一次的証
拠である問題の被告人供述のみならず，それと密接不可分の関連性を有する，第二
次的証拠である本件覚せい剤，鑑定嘱託書，鑑定書及び捜索差押調書をも違法収集
証拠として排除しなければ，令状主義の精神が没却され，将来における違法捜査抑
制の見地からも相当ではないというべきである。
第四　原判決破棄・自判（一部無罪）
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原判決が原判示二の有罪認定に用いた証拠はいずれも違法収集証拠として排除さ
れるべきであるから，被告人を有罪とする証拠は皆無となるので，量刑不当の主張
を判断するまでもなく，弁護人の訴訟手続の法令違反の主張は理由があるので，原
判決は破棄を免れない。」
【研究】
Ⅰ　はじめに
判旨は正当であると考えます。本判決は，偽計（＝虚偽の約束）に基づく任意性
を欠いた自白について，違法収集証拠における重大違法性に関する判断の在り方を
示した点および自白という第一次証拠を捜索差押許可状請求の枢要な疎明資料とし
た差押えた覚せい剤や鑑定書の証拠能力も否定した点において参考となる裁判例と
言えます。
本件において，証拠排除の対象として争われたのは，①覚せい剤２袋，②捜索差
押調書１通（甲５＝平成24・7・22付け），③証拠品写真撮影報告書１通（甲８＝同
年7・21付け），④鑑定嘱託書２通（甲９／11＝同年7・27付け），⑤鑑定書２通
（甲10／12＝同年８月９日付け）です。
件の自白は，捜索差押許可状請求に添付されていると思われる捜査報告書中に記
載があると思料されますが，一件記録を調べたところ，公判には捜査報告書を含め
捜索差押許可状請求の資料は顕出されていませんでした。
以下において，まず判例の系譜を概観したうえ（Ⅱ），違法収集証拠に証拠能力
が排除される理論的根拠（違法証拠排除法則）と要件（Ⅲ），任意性を欠く自白を
巡る自白法則と違法証拠排除法則との関係いかん（Ⅳ），偽計を用いた取調べは重
大違法に当たるか（Ⅴ），違法採取自白を基に獲得した派生的証拠（毒樹の果実）
が排除される範囲（Ⅵ）について順次検討を加えます。
Ⅱ　判例の系譜
不任意自白ないし違法採取自白に基づき発見・押収された証拠物およびこれに派
生して得られた証拠に関するこれまでの判例として特に重要なものは，次の３つで
す。法科大学院の授業でも必ず取り上げられる判例です。
１ 大阪高裁昭和52年６月28日判決・刑月９巻5・6号334頁（判例百選［９版］・
79事件「不任意自白に基づいて発見された証拠物」〈中谷雄二郎〉166頁）
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この判例は，任意性に疑いのある自白に基づき発見押収された証拠物について作
成された書証の証拠能力についての判断を示したものです。
「『不任意自白なかりせば派生的第２次証拠なかりし』という条件関係がありさえ
すればその証拠は排除されるという考え方は広きにすぎるのであって，自白採取の
違法が当該自白を証拠排除させるだけではなく，派生的第２次証拠をも証拠排除へ
導くほどの重大なものか否かが問われなければならない。」
違法に採取された自白の証拠排除の中には，
①　強制，拷問，脅迫等による自白のように主に人権擁護の見地からのもの
② 約束，偽計等による自白のように主に虚偽排除の見地からのもの（＝外形か
ら虚偽自白する蓋然性が高い態様の取り調べという意味で違法採取）
③ 別件勾留の違法利用等による自白のように憲法31条の適正手続保障の見地か
らのもの
があるが，①の類型は，「自白獲得の手段が，拷問，暴行，脅迫等乱暴で人権侵害
の程度が大きければ大きいほど，その違法性は大きく，それに基づいて得られた自
白が排除されるべき要請は強く働くし，その結果その趣旨を徹底させる必要性から
不任意自白のみならずそれに由来する派生的第２次証拠も排除されなければならな
い」。しかし，②，③の類型の場合，「それにより得られた自白が排除されれば，こ
れらの違法な自白獲得手段を抑止しようという要求は一応満たされると解され，そ
れ以上派生的第二次証拠まであらゆる他の社会的利益を犠牲にしてでもすべて排除
効を及ぼさせるのは相当でない。」「この場合の・・派生的第二次証拠については，
犯罪事実の解明という公共の利益と比較衡量のうえ，排除効を及ぼさせる範囲を定
めるのが相当と考えられ，派生的第二次証拠が重大な犯罪行為の解明にとって必要
不可欠な証拠である場合には，これに対しては証拠排除の波及効は及ばないと解す
る。」とし，自白に基づき発見押収された爆弾２個に関する検証調書等は排除され
るべきではないとしました。
２ 最高裁昭和53年９月７日第一小法廷判決・刑集32巻６号1672頁（判例百選
［９版］94事件「証拠排除の要件」〈椎橋隆幸〉196頁）
警察官が，覚せい剤の使用ないし所持の容疑がかなり濃厚にみとめられる者に対
して職務質問中，その者の承諾がないのに，その上衣左側内ポケットに手を差し入
れて，所持品である覚せい剤を取り出した上検査したという事案について，当該事
件では，職務質問に附随して行う所持品検査で許容される限度を越えた違法行為で
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あるとしながらも，当該証拠の排除はしませんでしたが，憲法35条，31条，刑訴法
１条等にかんがみると，「証拠物の押収等の手続に，憲法35条及びこれを受けた刑
訴法218条１項等の所期する令状主義の精神を没却するような重大な違法があり，
これを証拠として許容することが，将来における違法な捜査の抑制の見地からして
相当でないと認められる場合においては，その証拠能力は否定される。」との一般
論を示しました。
３ 最高裁平成15年２月14日第一小法廷判決・刑集57巻２号21頁（判例百選［８
版］67事件「違法収集証拠の証拠能力（３）」〈大澤裕〉140頁）
逮捕当日に任意提出された被疑者の尿に関する鑑定書の証拠能力について重大な
違法があるとして否定したが，同鑑定書等を疎明資料として発付された捜索差押許
可状に基づく捜索により発見押収された覚せい剤については，第一次証拠と密接関
連性がないとして証拠能力を肯定したものです。
すなわち，「本件採尿は，本件逮捕の当日にされたものであり，その尿は，・・
重大な違法があると評価される本件逮捕と密接な関連を有する証拠であるというべ
きである。また，その鑑定書も，同様な評価を与えられるべきものである。」，他方，
「本件覚せい剤の差押えは，司法審査を経て発付された捜索差押許可状によってさ
れたものであること，逮捕前に適法に発付されていた被告人に対する窃盗事件につ
いての捜索差押許可状の執行と併せ行われたものであることなど，本件の諸事情に
かんがみると，本件覚せい剤の差押えと上記の鑑定書との関連性は密接なものでは
ないというべきである。したがって，本件覚せい剤及びこれに関する鑑定書につい
ては，その収集手続に重大な違法があるとまではいえ」ない（アンダーラインは筆
者）としました。
Ⅲ　証拠排除の理論的根拠と要件
刑事訴訟においては，ただ真実を探求すればよいというのではなく，一定の法令
手続によらなければなりません。その具体化として，憲法や法令が合理的方法を
法定しています（憲法31条，35条，刑事訴訟法99条以下など）。つまり，いわゆる
デュープロセスに則って真実を発見するように努めなければなりません。
重大違法→第一次証拠（×）→〈密接関連性あり〉→第二次証拠（×）（註１）
重大違法→第一次証拠（×）→〈密接関連性なし〉→第二次証拠（○）
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そのサンクションとして，①民事の賠償請求を認めること（国家賠償法），②当
該違法行為をした公務員に刑事制裁を科すこと，行政上の処分をすることなどの方
法もあります。しかし，①の方法は現実問題としてなかなか難しいし，時間もかか
ります。②の方法は，処分するのが検察官ないし行政庁の上司であるので，木によ
って魚を求める類であり，また職権濫用等で起訴されても有罪判決まで漕ぎつける
のは大変です。そこで，捜査官の違法行為を防圧するには，採取された証拠の証拠
能力を否定し，これを排除するのが最も効果的です。これが違法証拠排除法則の中
心となる将来の違法捜査抑止の考え方です。
アメリカにおける排除法則は，連邦最高裁判所が不合理な捜索押収を禁止する連
邦憲法修正４条および法の適正手続を保障する同14条の解釈を通じて展開してきた
ものであり，当初は連邦の事件だけについて適用されていたのが，1961年のマップ
判決により州の事件にも適用されるようになりました。この判決で排除法則の根拠
として挙げられたのは，司法の廉潔性（integrity）の保持，違法捜査の被害者に対
する救済（remedy），違法な捜査活動の抑止（deterrence）の３点でありました。
同国では，特に捜査機関に対する教育的効果が重視されているようです（この３点
のうちのどこに重点を置くかによって，例えば，スタンディング，証拠とすること
の同意，善意の例外などの取扱いを異にします。）。
しかし，排除法則は，そもそも有罪となるべき証拠があるのにこれを事実認定の
資料から排除するのですから，他面において実体的真実を犠牲にする法則であり，
その要件の設定には，訴訟手続の公正と実体的真実の調和から，一定の絞りをかけ
る必要があります。そこで，前掲昭和53年の最高裁判例は，重大違法性と排除相当
性のふたつの要件を課したのです。
Ⅳ　不任意自白と違法収集証拠との関係
不任意の自白を証拠から排除するのが自白法則です。なぜ，不任意ないし不任意
の疑いのある自白が排除されるかについては学説上争いがあります。
不任意自白は，以下に述べる甲説によれば，直ちに違法採取証拠と結びつきませ
んが，乙説によればストレートに違法収集証拠の問題として取り上げることになり
ます。アメリカ法では，供述（自白）であるか有体物であるかを問わず，違法に獲
得された証拠はすべて排除するといういわば合一的な排除法則が成立しています
（小早川義則「毒樹の果実」刑事訴訟法の争点［第３版］198頁2002）。丙説では供
述の採取方法が違法手段である場合のみ違法排除ひいては毒樹果実論の対象となり
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ます。それ故に，まず，任意性がないとされる自白がいかなるものであるか吟味・
検討する必要があるのです。
【甲説＝任意性一元説（従来の考え方）】この説は，供述者の自由意思に基礎を置
く考え方で，さらに虚偽排除説と人権擁護説に別れます。虚偽排除説は，任意でな
い自白は，内容虚偽のものが多いというのが理由です。人権擁護説は，黙秘権の効
果の一側面であるとし，自白法則と黙秘権の原則をほとんど一体化しています。
【乙説＝違法排除一元説（田宮・田口・鈴木）】自白法則を排除法則の自白版と位
置づけ，自白排除の根拠を違法排除によって一元的に説明します。違法排除説は自
白採取の方法ないし過程に違法があった場合に，違法収集証拠の一環として排除す
べきだとする考え方です。
田宮刑訴法はこの流れにのって主張の展開がなされています。この場合，田宮教
科書では指摘されていませんが，上述のように昭和53年の判例が違法収集証拠排除
の要件に①重大違法，②排除相当のふたつを課しているために，排除されるべき自
白も，重大違法に基づいて採取されたことが条件になるか否か検討をしておく必要
があると思われます（参考文献 95頁）。
【丙説＝綜合説（平野・松尾・島田）】憲法38条２項は，強制・拷問・脅迫による
自白，不当に長く抑留または拘禁された後の自白を排除しますが，これらは，人権
侵害に由来する自白を内容が虚偽であるか否かを問わず，重大な違法を伴う自白採
取ということになります。刑事訴訟法319条１項がこれに加えて，「その他任意にさ
れたものでない疑のある自白」としていますが，これは，違法排除に納まり切れな
い虚偽供述を排除しようとするものであり，同条項は，両者の考え方が混在した類
型ということになるとします。
筆者は，以上を踏まえて，次のような考え方をとります。自白が排除されるには，
証拠法則としての任意性が問題となる場合と違法収集排除法則が適用される場合と
があるので，刑事訴訟法319条を統一的に解釈することは困難であり，またあまり
意味がないのであって，要は，①いずれの法則を使って処理することも可能であり，
そして②当該自白の証拠能力の吟味の順序については，任意性の点を先行させるこ
とも，違法収集の点を先行させることもできるとだけ明確にしておけばよいと考え
ます（二元論・観念的競合論と言ってもよい。参考文献 95，100頁　なお，本
稿末尾に記載した図面を併せて参照下さい。）。
１
１
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Ⅴ　偽計（虚偽約束）を伴う取調べの重大違法性
偽計による自白は，上記２類型のどちらに分類されるでしょうか。偽計を用いて
自白を取得することは，基本的人権である被疑者の自由な意思決定を妨げるもので
あり，捜査機関による人権侵害であって，強制，脅迫に匹敵する違法が存在すると
いうべきであります。ここまで来れば，偽計による自白は，単に虚偽内容を招きや
すいという段階を通り越して強度の違法性を帯びると言わなければなりません。ま
さに違法性は重大です（註３）。
原判決（第一審）は，「被告人に対する・・取調べは約１時間15分ないし１時間
30分程度であり，その中で，Ｂ警察官らによる違法な取調べが行われたこと（この
点，被告人は，当該やり取りは，感覚として15分程度である，と述べる。），またそ
の際，暴行や脅迫が用いられていないことに照らすと，取調べの違法性の程度は高
くない。加えて，覚せい剤所持事案の重大性，覚せい剤所持事案において証拠物
（覚せい剤）が証拠として必要不可欠であることなど，本件に現れた一切の事情を
併せて考えると，・・本件覚せい剤及びこれに関する鑑定書等については，その収
集手続に重大な違法があるとまではいえない。」とします。これに対し，本判決は，
「虚偽約束が問題となる本件においては，その供述を得られた取調べの長さや暴行，
脅迫の有無を検討要素とする意味はなく，捜査官が利益誘導的かつ虚偽の約束をし
たこと自体，放置できない重大な違法である。」（アンダーラインは筆者）と断じて
います。
本判決のいうとおり，取調べ時間の長短や暴行・脅迫の有無は，別のカテゴリー
の問題であって，偽計という捜査手段の違法性の強弱に影響を与えないというべき
です。その意味で，原審の判断は間違っており，本判決の判示が正当であると思料
します。
ところで，ドイツ刑訴法136条a３項は，「被疑者の意思決定および意思活動の自
由は，・・欺罔・・によって侵害されてはならない」とし，偽計を用いて得られた
被疑者の供述はたとえ同意があっても証拠として使用することが禁じています。ド
イツの通説およびBGHの判例は，同条項aにつき，人権の尊重を唱った基本法１条
の精神を具体化した規定だと捉えています（註４）。
任意性に疑いのある自白→自白（虚偽排除）法則→反復自白以外波及効なし（註２）
違法採取自白→重大違法性→違法証拠排除法則→毒樹の果実
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また，スイス刑事訴訟法140条１項は，偽計を証拠収集手段として禁じ，国が意
図的に行う偽計（staatlich verursächte vorsätzliche Täuschung）から国民を保護し
ようとしています。ブロードベックは，強制的偽計（nötigende Täuschungen）と
単なる偽計（eifache Täuschungen）を区別して取り扱うべきだとしています。前
者は，被疑者に犯罪行為を行ったと誘導され，それ故前途の望みを失いあるいは自
白することによって自らの立場を良くできると思い込ませるような偽計であって絶
対許されず，後者は，証拠評価に影響を与えるだけに過ぎないと説いています（註５）。
ちなみに，偽計を伴う取調べによる自白について，参考となる我が判例をふたつ
挙げておきましょう。
１ 最高裁昭和45年11月25日大法廷判決（刑集24巻12号1670頁）＝判例百選［第
５版］74事件（いわゆる切り違え尋問）〈泉山禎治〉166頁）
「捜査手続といえども，憲法の保障の下にある刑事手続の一環である以上，刑訴
法１条所定の精神に則り，公共の福祉の維持と個人の基本的人権の保障とを全うし
つつ適正に行われるべきことにかんがみれば，捜査官が被疑者を取り調べるにあた
り偽計を用いて被疑者を錯誤に陥れ自白を獲得するような尋問方法を厳に避けるべ
きであることはいうまでもないところであるが，もし偽計によって被疑者が心理的
強制を受け，その結果虚偽の自白が誘発されるおそれのある場合には，右の自白は
その任意性に疑いがあるものとして，証拠能力を否定すべきであり，このような自
白を証拠に採用することは，刑訴法319条１項の規定に違反し，ひいては憲法38条
２項にも違反するものといわなければならない」と述べています。
この判例の読み方には，３説が主張されています。
【甲説】上記最高裁判決はいわゆる虚偽排除説の系列に立つとする見解です（松
尾浩也「偽計による自白の証拠能力」警察研究44巻４号93頁）。
【乙説】同判決は，虚偽排除説の観点に立脚し，これを根幹としながら人権擁護
ないし違法排除の観点をも併せ考慮しているというものです（伊藤栄樹「偽
計による自白」警察学論集24巻４号102頁）。
【丙説】同判決は，適正手続の理念を根底におき，違法排除説に好意的に接近し
たとするものです（泉山禎治・前掲166頁，田宮裕「生きかえった自白法則
ジュリスト470号104頁〈「違法排除説の当然の帰結を伝統的なタームでしめく
くったもの」と評価〉，鬼塚賢太郎・最高裁判例解説昭和45年412頁，熊本典
道「偽計による自白の証拠能力（２完）」警察研究42巻４号92頁」）
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この判決はその文言からすると明らかに虚偽排除説に立つように見えますが，適
正手続の理念を強調したうえで偽計による自白獲得の尋問方法を「厳に避けるべき
である」と宣言していることや原判決（大阪高裁）が他に虚偽の自白を誘発する虞
のある事情は何ら認められないとしているに拘わらず，この判決は何ら新たな事情
をも付加認定することなく，「偽計によって被疑者が心理的強制を受け，虚偽の自
白が誘発されるおそれのある疑いが濃厚である」としていることからすると，違法
排除説を志向しているものと評価してよいと考えます
２ 東京地裁昭和62年12月16日判決＝判例百選［９版］75事件（いわゆるデッキ
シューズ事件〈川出敏裕〉158頁）
判決は，取調べ警察官が被疑者取調べの段階で，「今の発達した科学では，人間
の分泌物から，細かく血液型を知ることができ，指紋と同様，同じ分泌物の人間は
１億人に１人しかいないが，本件のデッキシューズの分泌物がおまえのと一致した」
趣旨のことを述べたとの事実認定に立って，同警察官が，「被告人に対し前記のよ
うな強い心理的強制を与える性質の分泌物検出云々のあざとい虚言を述べて自白を
引き出した点のみで既に許されざる偽計を用いたものとして，その影響下になされ
た被告人の自白調書等はすべてその任意性を肯定できないと解すべき・・」として
います（アンダーラインは筆者）。この判断に対する評価は別れますが，鯰越溢弘
（判例百選［第６版］151頁），高内寿夫（判例百選［第７版］164頁），平田元（判
例百選［第８版］165頁）の諸家は，違法排除説への移行をより鮮明にしたもので
あるという見方をとっております。
Ⅵ　違法採取自白によって排除される証拠の範囲（波及効）
「毒樹の果実」（the fruits of the poisonous tree）という用語は，違法な盗聴に
よって得られた知識を利用して入手できるようになった証言の提示を認めなかった
ナードン・ケース（Nardone v.United States,308U.S.338）において，初めて用いら
れたと言われています（参考文献 198頁）。
排除法則については，母国アメリカ最高裁は，一連の判例で，違法捜査により直
接入手した最初の第一次的証拠（毒樹）だけでなく，それに由来する派生的な第二
次的証拠（果実）にも及ぶとしつつ（all evidence stemming from it ,the”fruit” is
equally unusable），①独立入手源（Independent source exception），②不可避的発見
（Inevitable discovery exception），③希釈（The purged taint exception）の各法理に
8
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基づく例外を認めています。
ドイツにおいては，波及効を認めることに関し，学説上，反対説・肯定説・折
衷説の対立があり，BGHの判例は，当初圧倒的に否定説に立っていましたが，折
衷説に与した判断に変更して現在に至っております。その理由とするところは，
保護されるべき個人の利益（Individualinteresse）を尊重しつつも，訴追の利益
（Strafverfolgungsinteresse）とのバランスをとることによって，違法な手続違反が
波及効の拡大に繋がらないようにする必要があるからです（註６）。
わが最高裁判例（Ⅱ２，３）でも無制限の波及効は否定し，重大違法および排除
相当の２要件を被った第一次証拠と「密接関連性」のある場合に限って，派生的証
拠についても排除を認める態度をとっています。いずれの国も，どこにバランスを
とるかに苦慮していますが，各ケースにおける解決には大差ないのではないかと思
われます。
次の点が波及効に関連して問題となると思われるので，順次検討してゆきまし
ょう。
１　偽計自白を毒樹たる第一次証拠と捉えるべきか。
本判決は，第一段に偽計を用いた取調べに基づく自白を問題とし，これを毒樹
として第二段として覚せい剤の押収を考える手法（違法捜査→第一次収集行為
→ →密接関連性→第二次収集行為→ ）を取っています。
もとより，この考え方も可能であり，十分な合理性があると思料します。
この立場に立てば，第一次証拠＝偽計自白，第二次証拠＝覚せい剤（①），第三
次証拠＝捜索差押調書（②），証拠品写真撮影報告書（③），鑑定嘱託書（④），鑑
定書（⑤）となり，第一次証拠を毒樹として第二次証拠はこれと密接関連性のある
果実であり，第三次証拠は，いずれも，覚せい剤の存在と裏腹の関係に立ち，これ
また密接関連性があるものとして，第二次証拠と同様排除されることになります
（なお，本判決は，第二次証拠と第三次証拠とを区別せず，①～⑤をすべて第二次
証拠として評価しています。）。
しかし，端的に重大違法行為（偽計を用いた取調べ）と因果関係を有する証拠
（覚せい剤）の証拠能力の問題と考える手法（違法捜査→ ）も十分できる
と思います（参考文献 517頁）。第一審判決は，覚せい剤等収集手続の違法性を
問題としているので，後者の考え方に従っていると思われ，また同審における弁護
人の当初の主張振りは，「押収された本件覚せい剤は，捜査官が被告人をだました
第一次証拠 第二次証拠
排除証拠
7
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という偽計に基づく違法捜査によって収集した証拠であって，それに由来する鑑定
書等も派生して証拠能力が認められない。」というものでありました。本件捜査は，
当初から証拠収集に向けた違法自白の採取とストレートに捉えるほうが判りやすい
事案ともいえましょう。この立場に立脚すれば，覚せい剤自体（①）をはじめ捜索
差押調書（②～⑤）のいずれも偽計自白を用いた違法取調べと因果関係（密接関連
性）を有する証拠として第一次と第二次証拠と区別することなくすべて排除される
ことになりましょう。
２　司法判断の介入が影響するか。
本件においては，違法採取自白と覚せい剤押収との間には，捜索差押許可状発付
に関与した令状裁判官の審査という司法判断が介在しています。そのため，希釈の
論理に当てはまり，排除効が及ばないことになるでしょうか。
平成15年大津事件判決（Ⅱ３）は，違法逮捕に伴い採取した尿については鑑定書
とともに証拠能力を否定しましたが，これを基に被疑者の自宅における覚せい剤の
差押えが「司法審査を経て発付された捜索差押許可状によってされた」ことをもっ
て密接関連性を否定するひとつの要素に上げています。その結果，覚せい剤の使用
は無罪，同所持は有罪という判断になりました。
他方，本件においては，原判決および本判決ともに，密接関連性は認めています。
本件の違法な自白採取は，むしろ令状発付を目指してなされたものとも認定できる
ような事案というべきで，密接な関連性を有するというべきです。令状審査が違法
捜査（偽計を用いた取調べを）をチェックし，したがって違法捜査を理由に令状請
求が却下されるリスクを捜査機関に負わせているというような実情はなかったと認
められます。
３　善意（good faith）の例外は認められるか。
前記３例外の外，捜査官が違法性について善意であった場合にも，排除法則の例
外を認めようとする見解もあるので，その点を検討しておきましょう。
本判決は，前述のように，Ｂ警部補，Ｃ巡査ともに，違法捜査の認識があったこ
とを自認しているとしています。また，判決のある箇所では「本件覚せい剤は，問
題の被告人供述を枢要な疎明資料として発付された捜索差押許可状に基づき，いわ
ば狙い撃ち的に差し押さえられている。」と指摘しています。このような状況下で
は，今後同種の違法行為を防圧するには，獲得した証拠を無効なものとして捜査官
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に教育的な効果をもたらさなければならないと思います。その意味で，第一次証拠
のみならず第二次証拠の証拠能力を否定したのは当を得ていると思います（註７）。
本件においては，判決が指摘しているように，捜索差押えを担当したＢ捜査官は，
証言で「（もし約束をしたなら）事件としては成り立たないです。」と供述し，Ｃ捜
査官は，証言で「そういうことを言ってしまえば違法と重々承知しておりますので，
そのようなことは言っておりません。」と供述しており（いずれも原審第３回公判
証人尋問調書），偽計の使用が認定される場合には違法性の認識を否定できない関
係にあるので，押収警察官の善意を認める余地はないというべきです。
４　検察官調書は，反復自白として排除されるか。
平成24年７月31日付け検察官調書５丁には「私は，・・・知人から受け取った覚
せい剤２パケ分を全て使い切ったわけではないので，その残りは，自宅のティッ
シュ・ボックスの中に隠しておきました。」との記載があります。いわゆる反復自
白の問題ですが本判決は，この調書は有罪を認定した原審の証拠の標目に掲げられ
ていないとして判断を避けております。
検察官調書に独立した証拠能力を認めるためには，供述者に対し，第一次自白に
拘泥せず，新たな気持ちで供述をすべき旨特段の教示（qualifizierte Belehrung）を
したことが必要ですが，本件においては，警察官の採取した当初の自白との遮断が
なされているとの状況は窺われず，むしろ違法収集にかかる覚せい剤の存在を梃子
にした供述と言えるので，本反復自白は，波及効により排除されるべきものであっ
たと考えます。
註
（註１）×は証拠能力なし，○は証拠能力ありを示します。最高裁の判断に従えば，この表の下
段を適用し，覚せい剤の使用は有罪，所持は無罪となります。
（註２）この場合，第一次自白の内容が虚偽ならば，それと同内容の第二次自白も虚偽であると
言うのが第二次自白の証拠能力否定の根拠です。
（註３）偽計を理由として自白を排除した事例として次のものがあります。
① 取調官が再度の執行猶予の可能性がほとんどないのに，それがあるように示唆した事
例（浦和地判平成元・10・3判時1337号150頁）
② 検察官が，被告人の妻の逮捕・担当弁護士の資格剥奪の可能性が乏しいのにそれを装
い，自白すれば２人とも助けると騙した事例（浦和地決平成3・11・11判タ764号271頁）
③ 警察官が被疑者から提出された尿を他の尿とすり替えた上，これで予試験を行って自
白をせまった事例（浦和地判平成4・1・14判タ778号117頁）
（註４）Roxin=Schünemann,Strafverfahrensrecht 27Aufl. S.194　2012
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（註５）Riedo usw.,Strafprozessrecht sowie Rechtshilfe in Strafsachen S.168 2011（Brodbeck,
forumpoenale S.301. 2010）
（註６）Rogall,Art.136a in Systematische Kommentar StPO 40.Aufbau-Lfg.S.178 2004
（註７）鈴木義男「証拠排除法則の新局面―善意の例外」刑事司法と国際交流241頁1986
［自白法則とその他の証拠法則との関係図］
伝聞法則は，法廷外供述（out of court statement）を事実認定資料から除こうとする証拠法則
です。したがって，本件の自白は，上図のⅣの領域に属します。Ⅱ，Ⅳ，Ⅴの領域の供述が違法
排除およびその波及効に関係します。詳細は，参考文献 を参考にして下さい。
【参考文献】
１　拙稿「刑事訴訟における自白法則とその他の証拠法則との関係」専修ロージャーナル８号78
頁2013
２　佐藤隆之「刑事訴訟法判例の動き」ジュリスト1466号182頁2014
３　緑　大輔「2013判例回顧と展望・刑事訴訟法」法律時報86巻７号223頁2014
４　中島　宏「違法な取調べによる自白に基づく派生証拠の証拠能力」法学セミナー711号138頁
2014
５　前田雅英「自白法則と違法収集証拠排除」捜査研究63巻５号13頁2014
６　光藤景皎「『毒樹の果実』理論の意義と問題性」演習刑事訴訟法312頁1984
７　川出敏裕「いわゆる『毒樹の果実論』の意義と妥当範囲」松尾浩也先生古稀祝賀論文集（下）
513頁1998
８　小早川義則「毒樹の果実」刑事訴訟法の争点［３版］198頁2002
Ⅰ
違法採取自白に基づき押収された覚せい剤および鑑定書の証拠能力　　249
